
消費者委員会 第１４６回本会議・第４回景品表示法における 

不当表示に係る課徴金制度等に関する専門調査会 合同会議 

議事次第 

 

平成 ２６年 ３月 １１日 （火 ）  

１ ６ ： ０ ０ ～ １ ８ ： ３ ０ 

消費者委員会大会議室１ 

 

１．開会 

 

２．既存の課徴金制度についてのヒアリング 

    ・独占禁止法上の課徴金制度について 

      公正取引委員会 河野 審査局第二上席審査専門官 

    ・金融商品取引法、公認会計士法上の課徴金制度について 

      金融庁 山賀 総務企画局総務課審判手続室長 

      金融庁 鎌田 総務企画局市場課市場取引対応室長 

      金融庁 総務企画局企業開示課担当者 

      金融庁 証券取引等監視委員会事務局総務課担当者 

      金融庁 証券取引等監視委員会事務局取引調査課担当者 

      金融庁 証券取引等監視委員会事務局開示検査課担当者 

 

 ３．事業者団体からのヒアリング 

    ・一般社団法人日本フードサービス協会 

      関川 和孝 常務理事 

      田村 清敏 業務課長 

    ・一般社団法人日本旅館協会 

      小関 政男 常務理事 

 

 ４．景品表示法の改正案について 

 

５．閉会 



配布資料 

 

資料１   第 144回本会議・第3回景品表示法における不当表示に係る課徴金制度等に

関する専門調査会 合同会議(経済団体からのヒアリング)において出された

主な意見・質疑応答 

 

資料２   独占禁止法における課徴金制度の概要（公正取引委員会提出資料） 

 

資料３   調査から課徴金納付命令までの流れ（金融庁提出資料） 

 

資料４   違反行為の抑止を目的とする現行の課徴金制度について 

（第１回景品表示法における不当表示に係る課徴金制度等に関する専門調査会、第 142 回本会議・第２回

景品表示法における不当表示に係る課徴金制度等に関する専門調査会合同会議の配布資料（消費者庁か

らの提出資料）） 

 

資料５   メニュー表示に関する検討について（日本フードサービス協会提出資料） 

 

資料６－１ 不当景品類及び不当表示防止法等の一部を改正する等の法律案の概要  

（消費者庁提出資料） 

資料６－２ 不当景品類及び不当表示防止法等の一部を改正する等の法律（消費者庁提出

資料） 

資料６－３ 不当景品類及び不当表示防止法等の一部を改正する等の法律案新旧対照条文

（消費者庁提出資料） 


